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Ⅰ 研究主題 

情報社会に主体的に生きる力を育む教育の研究と実践 

Ⅱ 研究のねらい 

情報化が著しく進展する社会の中にあって、私たちは各種の情報機器に取り囲まれて生活し

ている。したがって、これからの学校教育においては、高度情報社会に生きる児童生徒に必要

な資質・能力を育成することが重要な課題となっている。 

文部科学省は、「第３期教育振興基本計画」（平成30年6月15日）、「教育のＩＣＴ化に向けた

環境整備５か年計画（2018～2022年度）」、「小学校プログラミング教育の手引（第二版）」など

を策定し、来たるべき「Society 5.0」に向け、教育の情報化に対応するための今後の対応方

針を示している。新学習指導要領においても、情報活用能力（情報モラルを含む）が学習の基

盤となる資質・能力であることを明記し、ＩＣＴ活用について更なる充実を図ることが示され

ている。新しい教育メディアが教育現場に急速に普及する中、教師にとって情報活用能力の向

上が重要な課題の一つとなっている。社会の情報化への対応は、今まさに教育の喫緊のテーマ

となっている。 

そこで、視聴覚教育においては、学習活動に教育メディアを効果的に活用することで、児童

生徒の豊かな感性の育成や学習意欲の向上、基礎的・基本的な知識及び技能の定着を図ってい

る。また、発達の段階に応じて、情報との関わりを持たせた指導を体系的に行うことで、児童

生徒の情報活用能力や思考力、判断力、表現力等の育成に寄与してきた。 

情報教育においては、情報教育及び教科指導等におけるＩＣＴ活用について研究を進めてい

る。指導に当たり、小中学校間の連携を重視するとともに、学校教育全体を通した系統的・体

系的な情報教育を推進してきた。 

これまでの実践や研究を踏まえ、学校教育の情報化を推進し、人との関わりの中でたくまし

く生き抜くために求められるコミュニケーション能力や豊かな心を育成したり、未来社会を見

据えて育成すべき資質・能力を育むための新たな「学び」やそれを実現していくための「学び

の場」を形成したりしていくことを研究のねらいとしたい。 

 

Ⅲ 研究の視点 

 １ 高度情報通信社会に主体的に対応できる情報活用能力の育成 

   コンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段の特性を理解し、情報を適切に選択

し活用していくための基礎的な資質を養うとともに、情報モラル等を扱うことによって情報

社会に参画する態度と実践力を育てる。 

 ２ 教育メディアを活用した学習指導の工夫・改善 

各教科、道徳、外国語活動、総合的な学習の時間及び特別活動等において、タブレット端

末やNHK for school等の教育メディアの特性を生かした学習指導の改善を行い、児童生徒一

人一人の学びの充実を図る。 
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３ 放送教育を活用した学校生活の充実と活性化 

放送番組の教育的機能を生かした学習活動を展開したり、校内放送の充実により学校生活の

活性化を図ったりする。 

４ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上 

ＩＣＴを含めた教育メディアを活用した授業や校務の情報化に関する研修を充実させ、教

員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る。 

５ 放送設備やＩＣＴを含めた教育メディアの整備 

   児童生徒や教職員が、活用しやすい教育環境（放送設備や教育メディア）の整備を図る。 

 

Ⅳ 留意事項 

１ 各学校において、情報教育の全体計画を作成するとともに、児童生徒の発達の段階に応じ

てＩＣＴを活用した学習活動を位置付け、系統的な年間指導計画を作成する。 

２ 特別な支援を必要とする児童生徒の指導において、その障がいの状態や発達の段階に応じ

てＩＣＴを積極的に活用することにより、個に応じた指導の効果を高める。 

３ 「特別の教科 道徳」をはじめ、学校の教育活動全体を通して、児童生徒の発達段階や実

態等を考慮し、家庭・地域との連携を図りながら、情報モラル教育の充実を図る。 

４ ＩＣＴを活用した校務の情報化を推進する。その際、個人情報保護法等にのっとり、情報

管理のためのガイドラインやセキュリティポリシーを作成し、コンピュータやメディアのセ

キュリティ対策を充実させ、情報漏えいやウイルス被害の防止の徹底を図る。 

５ 教育行政等と連携し、コンピュータ、デジタル教科書や教育用ソフトウェア、電子黒板、

タブレット端末、無線ＬＡＮ等の環境整備を進めるとともに、その活用研究を図る。 

６ 著作権・肖像権に関する研修を充実し、教育活動における著作物の適切な活用に努める。 

７ 各学校における教育の情報化の推進体制を確立するとともに、校内研修を充実させ、各支

部の研究組織や市町教育委員会、愛媛県総合教育センターとの連携を密にして、教育の情報

化の推進を図る。 

８ 愛教研グループウェア等の活用を広め、教職員・児童生徒が教育メディアを適切に利用で

きるよう研究する。 

 

 

○ グループウェア・ホームページ推進担当者養成研修会 ６月２５日（火）県総合教育センター 

○ ＮＨＫ杯全国中学校放送コンテスト愛媛県大会    ７月２５日（木）ＮＨＫ松山放送局 

○ 愛教研視聴覚・情報教育研修会   ８月６日(火) 松前総合文化センター 

○ 第45回全日本教育工学研究協議会全国大会  島根大会 

10月18日(金)･19日(土) 島根県 

○ 第23回視聴覚教育総合全国大会・第70回放送教育研究会全国大会 合同大会        

                 11月８日(金)･９日(土) 東京都 

2019年度に開催の研究大会 


